
板橋区経営革新本部設置要綱  
 

（昭和 60年４月 19日区長決定）  

（平成３年５月９日一部改正）  

（平成４年４月 15日全部改正）  

（平成７年６月１日一部改正）  

（平成 10年４月１日一部改正）  

（平成 12年４月１日一部改正）  

（平成 13年４月１日一部改正）  

（平成 15年４月１日一部改正）  

（平成 15年５月１日一部改正）  

（平成 16年４月１日一部改正）  

（平成 19年４月１日一部改正）  

（平成 21年４月１日一部改正）  

（平成 22年５月１日一部改正）  

（平成 23年４月１日一部改正）  

（平成 30年４月１日一部改正）  

（令和７年４月１日一部改正）  

 

（設置）  

第 １ 条  厳 し い 財 政 状 況 の 中 、 板 橋 区 政 の 持 続 的 発 展 を 担 保 す る 行

財 政 基 盤 を 築 く た め 、 こ れ ま で の 行 財 政 改 革 を さ ら に 発 展 さ せ つ

つ 、 経 営 の 質 を 高 め る こ と に よ り 新 し い 時 代 の 多 様 な 課 題 に 対 応

し 、 更 な る 区 民 サ ー ビ ス の 向 上 を め ざ し 、 板 橋 区 経 営 革 新 本 部

（以下「本部」という。）を設置する。  

 

（本部の構成）  

第２条  本部は、本部長、副本部長、本部員をもって構成する。  

 (1) 本部長は、区長とする。  

 (2) 副本部長は、副区長をもって充てる。  

 (3) 本 部 員 の 構 成 は 、 前 ２ 号 に 定 め る 他 、 東 京 都 板 橋 区 庁 議 規 程

第２条の規定を準用する。  

 

（所掌事項）  

第３条  本部の所掌事項は、次のとおりとする。  

 (1) 行 財 政 改 革 に 係 る 計 画 の 策 定 及 び そ の 実 施 状 況 に 係 わ る 進 行

管理に関すること。  

 (2) その他行財政改革に係わる重要な事項に関すること。  

２  行 財 政 改 革 の 推 進 に あ た っ て は 、 必 要 に 応 じ 、 別 に 定 め る 区 民

及 び 学 識 経 験 者 に よ る 板 橋 区 経 営 革 新 諮 問 会 議 の 助 言 を 得 る も の

とする。  

 

（会議）  



第 ４ 条  本 部 長 は 、 必 要 に 応 じ て 副 本 部 長 及 び 本 部 員 を 招 集 し 、 会

議を主宰する。  

２  本部長に事故あるときは、副本部長がその職務を代理する。  

３  本 部 長 が 必 要 と 認 め た と き は 、 関 係 職 員 を 出 席 さ せ 意 見 を 聞 く

ことができる。  

 

（組織）  

第 ５ 条  本 部 の 下 に 具 体 的 事 項 を 検 討 す る 組 織 と し て 検 討 会 を 設 け

ることができる。  

２  本 部 長 は 、 特 に 重 要 な 事 項 を 担 任 さ せ る た め 、 特 命 事 項 担 当 を

設けることができる。  

 

（検討会）  

第６条  検討会は、会長、副会長、会員をもって構成する。  

 (1) 会長、副会長は、部長級の職にある者をもって充てる。  

 (2) 会員は、課長級及び係長級の職にある者をもって充てる。  

２  検討会の所掌事項は次のとおりとする。  

 (1) 事務事業の見直しなど具体的事項の検討に関すること。  

 (2) 本部に対する検討結果の報告に関すること。  

 (3) その他本部からの指示に関すること。  

 

（特命事項担当）  

第 ７ 条  特 命 事 項 担 当 は 、 副 区 長 ま た は 部 長 級 の 職 に あ る 者 を も っ

て充てる。  

２  特命事項担当の所掌事項は次のとおりとする。  

 (1) 収入確保に関すること。  

 (2) その他特命事項に関すること。  

 

（行財政改革の推進）  

第 ８ 条  行 財 政 改 革 に 係 る 計 画 の 実 施 に つ い て は 、 板 橋 区 組 織 規 則

で 定 め る 部 （ 農 業 委 員 会 事 務 局 は 産 業 経 済 部 ） 並 び に 会 計 管 理 室 、

教 育 委 員 会 事 務 局 、 選 挙 管 理 委 員 会 事 務 局 、 監 査 委 員 事 務 局 及 び

区議会事務局で行うこととする。  

 

（幹事）  

第 ９ 条  本 部 の 円 滑 な 運 営 を 図 る た め 、 政 策 経 営 部 政 策 企 画 課 長 、

同 経 営 改 革 推 進 課 長 、 同 財 政 課 長 、 総 務 部 総 務 課 長 、 同 人 事 課 長

の職にある者を幹事とする。  

 

（事務局）  

第 10条  事務局は政策経営部経営改革推進課に置く。  

 

（委任）  



第 11条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 必 要 な 事 項 は 政 策 経 営 部 長

が定める。  

 

 

 付  則  

 この要綱は、昭和 60年４月 19日から施行する。  

 付  則  

 この要綱一部改正は、平成３年５月９日から適用する。  

 付  則  

 この要綱全部改正は、平成４年４月 15日から適用する。  

 付  則  

 この要綱一部改正は、平成７年６月１日から適用する。  

 付  則  

 この要綱一部改正は、平成 10年４月１日から適用する。  

 付  則  

 この要綱一部改正は、平成 12年４月１日から適用する。  

 付  則  

 この要綱一部改正は、平成 13年４月１日から適用する。  

 付  則  

 この要綱一部改正は、平成 15年４月１日から適用する。  

 付  則  

 この要綱一部改正は、平成 15年５月１日から適用する。  

付  則  

 この要綱一部改正は、平成 16年４月１日から適用する。  

 付  則  

 この要綱一部改正は、平成 19年４月１日から適用する。  

付  則  

 この要綱一部改正は、平成 21年４月１日から適用する。  

付  則  

 この要綱一部改正は、平成 22年５月１日から適用する。  

付  則  

 この要綱一部改正は、平成 23年４月１日から適用する。  

付  則  

 この要綱一部改正は、平成 30年４月１日から適用する。  

付  則  

 この要綱一部改正は、令和７年４月１日から施行する。  

 


